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７．おわりに

１．はじめに

アメリカ経営理論・管理会計理論が萌芽して

から約１世紀が経過した 2009 年，同じく創業

約１世紀のアメリカ企業を代表する GM が経

営破綻した。

GMの経営は，後年，財務管理技術を駆使す

る財務部門が経営の中枢を占め，経営上の製造

や技術からの乖離を増大させ，その経営品質の

停滞と劣化を招く過程そのものであった。

Abernathy et al.［1983］は，これをアメリカ

経営一般の問題として，次のように指摘した。

「アメリカの経営者は，長年の間に，自分たち

の任務は，工場で自ら骨を折ることなく作りあ

げられた製品の，厳格で分析的な財務管理のも

とでのマーケティングであると考えることに慣

れきってしまい，その結果，彼らは，実際の生

産の作業との接触を失ってしまった。そのう

え，彼らは，マーケティングや財務の技術では

なく，生産の技術こそが真の競争上の優位性を

もたらすという認識を喪失してしまった。割引
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れた経営者たちは，しばしば，ものづくりの戦

略的重要性を見逃し，事実上，経済的衰退の道

を歩むこととなってしまったのである。」
(1)

Kaplan［1984］は，このような管理会計と経

営品質の関係性をめぐる問題を指して

“accounting lag” と表現し，その背景として，

①適切な役割モデルの欠如（革新的企業の管理

会計システムの観察と経験の共有の困難さ），

②コンピューター会計システムの普及（プログ

ラム修正の困難さ），③財務会計の強調，④上級

経営管理者や管理会計担当者の問題意識の欠

如，の４点を指摘した
(2)
。しかしながら，これ

らは単に現象を指摘しているに過ぎず，その解

決策の提示には至っていない。

アメリカ経営におけるいわゆる「会計ヘゲモ

ニー」（会計による経営の支配）の背後には，「本

社が組織体系に沿ってタテ割りに現場を統制す

る」との「タテ型」モードのスキーマの保持が

ある。ここに，「スキーマ（schema）」とは，世

界を認知したり外界に働きかけたりする土台と

なる内的な枠組みを意味する心理学用語であ

る。本稿では，「スキーマ」を「経営情報にもと

づく行動の結果として固定化された認識の集合

により，組織内に形成され共有される認識枠」

と定義する。

一方，トヨタでは，その管理会計システムの

生成・発展の経緯から，「現場がプロセスに沿っ

て組織の壁を越えて自律的・創発的にヨコ連携

する」との「ヨコ型」モードのスキーマが先行

的に保持され，経営環境の変化に適応する形で

「タテ型」モードのスキーマが事後的に付加さ

れた。その際，「ヨコ型」モードの先行スキーマ

が「タテ型」モードの後発スキーマによって淘

汰されないための管理会計上の独自の工夫が考

案され，元来対立するはずの両スキーマが並存

する形となり，今日のトヨタの経営品質に貢献

している。

本稿の目的は，管理会計スキーマと経営品質

の関係性に焦点を当て，アメリカ的経営スキー

マならびに管理会計スキーマの主要な展開経緯

を辿るとともに，それらの対極に位置するトヨ

タ的経営スキーマならびに管理会計スキーマの

事例検証を経て，21 世紀の経営環境に適合する

新たな管理会計スキーマの概念モデルを提唱

し，“accounting lag” 解消の方法論を示すこと

にある。

結論としては，スキーマにも経営品質に対し

て正の貢献（順機能）と負の貢献（逆機能）の

両側面があるが，20 世紀の管理会計スキーマ

は，「タテ型」モードか「ヨコ型」モードかのい

ずれかのスキーマに偏る点において，経営品質

に対する貢献には限界があった。21 世紀は，両

スキーマが並存するしかないのではないか。こ

れが本稿の結論である。

２．アメリカ的経営スキーマの特徴

最初に，アメリカ的経営スキーマの特徴を捉

えるために，アメリカ企業を代表し，かつ，ト

ヨタの対極に位置する GM とフォードの経営

スキーマをみることとする。

2.1 GMの経営スキーマ

GMの CEOである歴代会長職は，Sloan（会

長就任 1937-1956 年）以降，主に販売畑出身の

Roche（会長就任 1967-1971 年）を除き，生産現

場の経験のない財務スタッフ出身者であっ

た
(3)
。

GMにおいて，財務部門と現業部門の力関係

が決定的に変化したのは，1958 年であるといわ
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⑴ Abernathy et al. [1983] p. 7

⑵ Kaplan [1984] pp. 40-46



れる。Tichy et al.［1986］によれば，「多くの観

察者がみるところでは，転換点がやってきたの

は，1958 年に現場経験のない財務マンの

Frederick G. Donner が CEO に指名されたと

きである。彼の冷酷な支配のもとで，現業部門

は単なる本社の道具に成り下がってしまったの

である。」
(4)
また，Wright［1980］によれば，

「Donner の会長就任以来，GMは，社長の所管

事項を次々と減らして，会長と財務スタッフの

権限を揺るぎないものにしてきた。」
(5)

アメリカ自動車業界アナリストの Ke l ler

［1989］の主張を要約すれば，GMの経営スキー

マとして，次の点が指摘される。

①製造や技術の問題はわからないが会社の実

権を握る財務マンと，その逆のプロダクト

ないしプロダクション・エンジニアという，

まったく異なる２種類の人間によって，つ

ねに会社は運営されている
(6)
。

②製造やマーケティング畑の人間よりも，財

務畑の人間のほうが，仕事ができる
(7)
。

③財務畑の人間に楯つけば，首も同然だとま

で言われる
(8)
。

④長期的な分析が妨げられ，手早く成果をあ

げることや，都合のよい数字をつくりあげ

ることにばかり，焦点が当てられる
(9)
。

⑤何かにつけて，タ
・
テ
・
割
・
り
・
の決定を下す

(10)
。

⑥昇進のためには，会社の利益を考えたヨ
・
コ
・

割
・
り
・
の決定を下すのをやめる

(11)
。

また，Kanter［1983］も同様の主張をおこなっ

たが，その要約は以下のとおりである。

①各事業部間は疎遠である
(12)
。

②哲学あるいはスタイルの変化に脆い
(13)
。

③良いアイデアを社内で広めるのが遅い
(14)
。

2.2 フォードの経営スキーマ

次に，Halberstam［1986］の主張を要約すれ

ば，フォードの経営スキーマとして，次の点が

指摘される。
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⑶ その経済的背景について，Lee［1988］は次のように指摘。

「1950 年代の半ばには，GMが市場シェアの拡大をさらに積極的に推し進めれば，（反トラスト法違反で）消滅

の危機に瀕することが明らかになった。その当然の結果として，経営の重点は，より良い車をより多く作ること

から，一定のシェアのもとでの台数でより多くの利益を得ることに移った。必然的に，社内の比重は次第に財務

サイドへと傾いたのである。」（Lee [1988] p. 46）

⑷ Tichy et al. [1986] p. 217

⑸ Wright [1980] (邦訳 [1980] p. 324)

⑹ Keller [1989] (邦訳 [1990] p. 25)

⑺ Ibid. (邦訳 p. 32)

⑻ Ibid. (邦訳 p. 32)

⑼ Ibid. (邦訳 p. 31)

⑽ Ibid. (邦訳 p. 40)

⑾ Ibid. (邦訳 p. 40)

⑿ Kanter [1983] p. 342

⒀ Ibid., p. 342

⒁ Ibid., p. 342。一例として，経営品質が劣化した GM は，トヨタとの合弁工場である NUMMI（New United

Motor Manufacturing, Inc.）で実践されたTPS（トヨタ生産方式）の運営理念を，GM全体の成果に結びつけるこ

とができなかった。GM のセクショナリズム，人間優先主義に対する無理解，労使間の不信等に妨げられ，

NUMMI のシステムが全体的または部分的に採用された GM の工場自体が少なかった。（Moore [1988] pp.

17-18）



①権力と勢力があれば，会計の数字は，受け

身的ではなく，攻撃的に使える
(15)
。

②会計の数字では，数字を使う通常の限界を

越えて，数字や図形があてはめられない領

域にまでコントロールが可能になる
(16)
。

③会計の数字は，上司の意向に沿った決定に

都合のいいように利用できる
(17)
。

④工場内は秘密ばかりで，“デトロイトをだ

ませ”が合い言葉である
(18)
。

2.3 アメリカ的経営スキーマとは

以上，GMとフォードの経営スキーマの要点

をみたが，これらから，以下にあげるアメリカ

的経営スキーマの一般化できる特徴を抽出する

ことが可能である。

スキーマ -１「トップダウン」

スキーマ -1.3「二項対立的関係（管理する

者とされる者）」

スキーマ -1.5「本社優位・現場劣位」

スキーマ -1.6「本社に対する現場の不信」

スキーマ -２「コントロール」

スキーマ -2.5「短期志向」

スキーマ -2.7「会計の権力化」

スキーマ -2.8「会計数値による暗黙知支

配」

スキーマ -2.11「会計優位・生産劣位」

スキーマ -４「要素（組織）還元」

スキーマ -4.1「タテ割り」

スキーマ -4.2「部分最適」

スキーマ -4.3「組織の硬直化」

３．アメリカ的管理会計スキーマの形成

ここでは，アメリカ的管理会計スキーマの主

要な形成過程について，アメリカ管理会計理論

の生成・確立・展開の流れに沿って，みること

とする。

3.1 McKinsey にみる管理会計スキーマの生

成

20 世紀初頭，アメリカ管理会計理論は，近代

企業
(19)
の生成，企業活動の標準へのコントロー

ル手段としての予算管理や標準原価計算などの

管理会計技法の開発，未来計算や原価管理など

の内部会計の発展，標準と記録の職能としての

コントローラー制度
(20)
に対する管理会計の実

践基盤としての認識のもとに，McKinsey

［1924］によって成立した。

McKinsey［1922］によれば，19 世紀末から

20 世紀初頭にかけてその規模を飛躍的に増大

させたアメリカ企業においては，少数の経営管

理者の手にコントロールを集中化し，それらの

人から部下に職務を委任するという経営管理の

傾向がみられ，その集権化した経営統制の基礎
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⒂ Halberstam [1986] (邦訳（上）[1987] p. 296)

⒃ Ibid. (邦訳（上）p. 296)

⒄ Ibid. (邦訳（上）p. 299)

⒅ Ibid. (邦訳（上）p. 310)。たとえば，次のような事例がある。

「モデルチェンジが近いのにまだ多くの旧モデルの部品が余りすぎているとき，（中略）『全てはお望みどおり効

率的に進んでいます』と本社に報告する一方で，何千という役に立たなくなった部品を，近くのデラウェア川に

捨てていた。」（Ibid. (邦訳（上）p. 310)）

⒆ Chandler [1977] は，近代企業とは，複数の事業単位から構成され，且つ，階層的に組織化された俸給経営者に

よって管理される企業である，という。（Chandler [1977] (邦訳 [1979] p. 5)）

⒇ McKinsey [1924] は，企業の組織図において，製造，販売，財務，人事などと並列の職能として，標準と記録

の職能を認識し，管理会計理論を構想するための基礎とした。（McKinsey [1924] p. 12）



として，予算管理の必要性が認識された
(21)
。

また，McKinsey［1924］は，能率的な経営管

理のためには標準と記録が必要であるとの考え

方に立脚し，管理会計理論を展開した
(22)
。企業

の経営管理において利用される標準を，①財務

諸表分析のための標準比率などの「財務標準

（financial standards）」，②部門予算・原価標準

などの「業務標準（operating standards）」，③

業務手続き統一のための「手続標準（stan -

dards of procedure）」に分類し，コントローラー

職能の発展に注目して，その包含する機能を幅

広く認識した
(23)
。

すなわち，McKinsey［1924］は，以下の記述

からも明らかであるように，企業組織において

必然的に必要となるトップダウン的な職務の委

任をおこなうには，標準を設定し，部下の活動

を標準へ収束するようにコントロールしなけれ

ばならない，との管理会計スキーマを有した。

その背景に，Taylor［1911］の科学的管理法の

普及とその影響があることは，指摘するまでも

ない
(24)
。

「職務の委任には，その実施に対する権限と

責任の委譲が不可欠である。権限を委譲すれば

するほど，経営統制が重大な問題になる。（中

略）その問題の解決には，部下の活動の結果を

判断する手段として役立つ標準の設定が必要で

ある。」
(25)

さらに，McKinsey［1924］は，予算は責任単

位に編成すべきであるとの考え方から，部門活

動のコントロール手段としての責任別予算を強

調した
(26)
。

一方で，McKinsey［1924］が，部下の経営管

理者に予算を編成させる，いわゆる参加型の分

散予算編成方式を提唱し，管理会計スキーマの

「自律性」「創発性」に言及したことは，注目に

値する。しかしながら，McKinsey［1924］自身

が指摘するように，当時の大部分の企業は，上

司である部長が予算を編成する集中予算編成方

式を採用し，参加型の分散予算編成方式が広く

普及することはなかった
(27)
。
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� McKinsey [1922] pp. 12-20

� McKinsey [1924] p. 11。コントローラー職能における標準と記録については，次のように定義。

「⑴物事をいかに行うべきかを示す指針として，また，物事を行う能率を判定するための基礎として役立つ標準

と，⑵標準を設定する基礎として，また，標準と実績の比較を可能にする情報を獲得する手段として役立つ記録」

（McKinsey [1924b] pp. 227-228）

 McKinsey [1924] p. 20

! Goetz [1939] は，「McKinsey の Budgetary ControlとManagerial Accountingは，Taylor の原則を会計に適用

した。」と指摘する。（Goetz [1939] p. 155）

- McKinsey [1924] p. 16

. McKinsey [1924] は，責任別予算に関する記録の要件として，「記録は，責任を決定し会計責任を実施できるよ

うに，企業の組織と一致するように構築すべきである」と指摘する。（McKinsey [1924] p. 38）くわえて，

McKinsey [1921] は，Taylor [1911] により課業管理の原則として示された，個人の業績と報酬の結合の思考を

うけ，次のように指摘する。

「原価は，その発生に責任を負う経営管理者によって予算案が作成され，その経営管理者にその予算案の達成に

対する責任を負わせるときにはじめて，適切にコントロールされうる。そのような方策は，もし経営管理者に彼

がコントロールしない原価に責任を負わせるならば，大きく弱められる。」（McKinsey [1921] p. 816）

後年の Vatter [1938]，Goetz [1939] らのいわゆる管理可能性に関する議論を経て，アメリカ管理会計理論に

おいて，責任会計（responsibility accounting）という用語が用いられるようになったのは，第２次大戦後の 1940

年代後半以降であるといわれる。

/ McKinsey [1924] p. 116



以上から，McKinsey［1924］の管理会計理論

における一連の思考を通じて，初期のアメリカ

的管理会計スキーマとして，以下のスキーマが

生成されたと考えられる。

スキーマ -１「トップダウン」

スキーマ -1.1「職務委任」

スキーマ -1.2「権限と責任の委譲」

スキーマ -２「コントロール」

スキーマ -2.1「経営統制の集権化」

スキーマ -３「標準への収束」

スキーマ -3.1「標準と記録」

スキーマ -3.5「コントローラー」

スキーマ -４「要素（組織）還元」

スキーマ -4.4「責任会計」

3.2 伝統的管理会計論における管理会計ス

キーマの確立

McKinsey［1924］の標準思考にもとづく管

理会計理論をベースに，1929 年の大恐慌，さら

には，1930 年代の大不況期における，利益計画

ならびに意思決定のための新たな管理会計技

法・概念の開発と体系化を経て，第２次大戦後

のアメリカにおいて，現代の管理会計理論の基

礎を成す伝統的管理会計論が確立した。以下で

は，この間における管理会計スキーマの主要な

形成過程を辿る。

3.2.1 Anderson［1949］および Glover et al.

［1949］

コントローラー職能ないし制度の研究で知ら

れるAnderson［1949］は，コントローラーの経

営管理職能を，経営管理者のために企業活動に

関する情報を作成・報告・利用することと捉

え
(28)
，コントローラーがその情報提供職能を果

たす際には，技術的問題にくわえ，コントロー

ラー部門と業務担当部門の間の協力関係や信頼

関係などの人間的問題が重要であることを指摘

した
(29)
。

Anderson［1949］は，組織の壁を越えた部門

間での協力関係，相互信頼と相互理解などの「協

働性」の重要性について明確に言及した，アメ

リカ管理会計理論における先駆者の１人と認め

られる。

しかしながら，Anderson［1949］自身が指摘

するように，それはあくまで，業務活動のトッ

プダウン的な統制のために必要な情報を経営管

理者に対して提供する，とのコントローラーと

してのスキーマにもとづくものであったと考え

られる
(30)
。

次に，Glover et al.［1949］は，管理会計にお

ける標準および管理手段に関して生じる人間的

ないし行動的問題を取りあげ，その重要性を指

摘した
(31)
。

そのうえで，Glover et al.［1949］は，標準お

よび管理手段をいかに構築し利用するべきかと

いう問題に関して，①標準や管理手段の設定に

人々を積極的に参加させることにより，対立や

混乱を最小化する
(32)
，②標準の設定に実績を反

映させることにより，標準が人々に受け入れら

れる可能性を高める
(33)
，③合理的に達成可能な

標準を設定するとともに，標準と実績の比較に

よる賞罰を強調しすぎないことにより，標準が

不満や非協力の源泉となることを防ぐ
(34)
，とい

う３つの見解を提示した。
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Glover et al.［1949］が，管理会計における標

準および管理手段の人々の受容性（accept -

ance）と達成可能性
(35)
に着目したことは注目

に値するが，その議論はあくまで，管理される

人々の活動を標準への収束に向けて統制するた

めのものであったといえる。

3.2.2 Dean［1951］

第２次大戦後のアメリカ企業において事業部

制組織が急速に展開するなか，重要な経営管理

問題となった事業部業績のコントロール問題に

取り組んだDean［1951］は，事業部は利益セン

ターであり，事業部利益のコントロール問題が

管理会計の重要課題であると認識した。

そのうえで，Dean［1951］は，事業部長の管

理可能性の視点を重視し，①事業部の利益業績

は純利益ではなく管理可能利益でコントロール

すべきである
(36)
，②事業部の利益業績は投下資

本利益率よりも利益額でコントロールすべきで

ある
(37)
，と指摘した。

ここに，Dean［1951］によって，事業部制導

入によるアメリカ大企業の分権化の潮流と相

俟って，利益の実額を標準とし，その達成（標

準への収束）に向けトップダウン的にコント

ロールする，との利益統制のスキーマが切り拓

かれたといえる。

3.2.3 AAA1955 年原価委員会報告書［1956］

伝統的管理会計論の展開・確立の契機となっ

たAAA（American Accounting Association）

1955 年原価委員会報告書［1956］では，一般的

な管理会計理論の体系として，計画会計と統制

会計の体系が提唱された
(38)
。

同委員会では，コントロール・プロセスの本

質について検討された結果，マネジメント・コ

ントロールとは，他の人間の活動を指揮し，あ

るいは，それに影響を及ぼそうとする人間の企

てに関連した概念であり，それは，基本的に人

間および人間の反応にかかわるものである，と

解された
(39)
。

さらに，同報告書［1956］では，経営管理目

的の原価計算に焦点が当てられ，統制目的に適

切な原価概念として責任別原価概念が想定され

るとともに，①伝達手段としての原価，②動機

づけ手段としての原価，③業績評価手段として

の原価，という３つの統制目的が提示された
(40)
。

このうち，②については，「動機づけは，原価を

個人責任に関連づけるときに最もよく達成され
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6 Ibid., p. 202

7 AAA [1972] は，「標準の適切な水準は，理想能率標準，達成可能高能率標準，基準能率標準という分類で論じ

られ，この問題は一般には，達成可能高能率標準（attainable good performance）が支持される形で解決された。

それは，その能率標準が従業員に高業績をあげる動機づけを与える，との仮説にもとづいていた。」と指摘してい

る。（AAA [1972] p. 326）アメリカ管理会計理論においては，達成可能高能率標準がコントロールには最も適切

であるとの見解が通説となってきたが，達成可能な標準とはつまるところ一種の落としどころ志向であり，ここ

には人間のもつ「創発性」や「限界突破力」といった，本来的な人間性の視点はほとんどみられない。

8 Dean [1951] p. 41

9 Ibid., p. 41

: 1960 年代以後，多くのアメリカ企業では，事業部制組織が採用されるとともに，管理会計の期間計画目的（利

益計画）と統制目的（利益統制）が結びつけられるようになった。それをうけ，管理会計理論の体系は，Anthony

[1964]，Horngren [1965] らの提唱により，計画会計と統制会計の体系から，意思決定会計と業績管理会計の体

系へ移行した。

; Anthony [1957] p. 229

< AAA [1956] p. 188



る」
(41)
とされ，統制会計におけるスキーマとし

て，トップダウンによる要素（組織）還元的な

コントロールの側面が強調された。

3.2.4 Anthony［1956］［1960］

AAA1955 年原価委員会の影響のもと，伝統

的管理会計論の成立を象徴する Anthony

［1956］は，経営管理者による会計情報の利用

の視点から，財務諸表分析・統制会計・計画会

計の体系を提唱した
(42)
。

Anthony［1956］は，会計情報は，統制プロセ

スにおいて，①伝達の手段として，②動機づけ

の手段として，③業績評価の手段として，役立

つとし，とりわけ②に関して，次のように指摘

した。

「コントロール・プロセスは，本質的に，組織

の人々に対して，一定のことを行わせ，あるい

は，行わせないようにすることからなる。」
(43)

「理想的なコントロール・システムにおいて

は，各責任センターには，その長が責任を負う

収益や原価の項目だけが賦課される。」
(44)

「コントロール目的のためには，各責任セン

ターの管理可能費にだけ注意を集中すべきであ

る。そのうえで，管理不能費は，無視するか，

あるいは，管理者の注意を引く目的で責任セン

ターに賦課するのであれば，管理可能費よりも

はるかに強調しないようにすべきである。」
(45)

かくして，Anthony［1956］は，伝統的管理会

計論における会計情報を利用した統制プロセス

のスキーマとして，「トップダウン」「要素（組

織）還元」「コントロール」という基本的性格を，

さらに明確化したといえる。

また，Anthony［1960］は，管理会計の新領域

（new horizons inmanagement accounting）と

して，コントロールにおける新たな概念の発展，

すなわち，企業組織のなかで人が有効に協働す

る方法についての原則を導いてくれる，行動科

学的ないし社会心理学的研究に対する期待にも

言及しているが，これらについての具体的記述

はみられない。管理会計によるコントロール・

システムを設計する際の，全体最適の視点，人

間系の視点の有用性は認めつつも，結局のとこ

ろ，Anthony が目指す管理会計スキーマは，「個

人に対して言われたとおりにやることを求め

る」との基本的性格を有するものであるといわ

ざるを得ない。

3.2.5 マクファーランド報告書（McFarland

［1966］）

Anthony［1956］とともに，伝統的管理会計

論の確立を象徴するマクファーランド報告書

（McFarland［1966］）は，1960 年代央までの管

理会計に関する知識の統合化をはかり，経営管

理者による会計情報の利用目的を，①プロジェ

クト別利益計画，②セグメント別利益計画，③

調整および統制，の３つに分類し
(46)
，各々に適
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の発展は，大企業が分権化する近年の傾向を可能にした要因の１つである。」（Anthony [1960] p. 322）

A Anthony [1956] pp. 271-272



切な原価概念および利益概念を集大成した。

そのうえで，とりわけ③に関しては，「調整と

統制に適切な会計実体は，企業の組織プランに

よって確立された経営管理責任である。会計期

間は，企業の予算期間であり，それは四半期別

および月別に細分化される。」と指摘し
(47)
，

Anthony［1956］が示した統制プロセスにおけ

るスキーマの基本的性格の諸要素にくわえ，短

期的統制の視点を付加し強調するに至った
(48)
。

以上，伝統的管理会計論における管理会計ス

キーマの主要な形成過程を辿ったが，これらか

ら，アメリカ的管理会計スキーマとして，以下

のスキーマが確立されたと考えられる。

スキーマ -１「トップダウン」

スキーマ -２「コントロール」

スキーマ -2.2「組織の人間行動の支配」

スキーマ -2.9「利益統制」

スキーマ -2.10「短期的予算統制」

スキーマ -３「標準への収束」

スキーマ -3.2「達成可能な標準設定（落と

しどころ志向）」

スキーマ -４「要素（組織）還元」

スキーマ -4.4「責任センター」

スキーマ -4.5「個人責任の構造化」

3.3 ASOBAT 以後の管理会計スキーマの展開

伝統的管理会計論をベースに，1966 年に

AAA から発表された ASOBAT（A State-

ment of Basic Accounting Theory）を契機とし

て，アメリカ管理会計理論においては，学際的

研究，基礎研究，数理的・分析的研究，ならび

に，新たな管理会計技法の開発などが，多面的

に展開されてきた。以下では，管理会計スキー

マの主要な形成過程を辿るとの視点から，行動

会計（behavioral accounting）におけるスラッ

クとプレッシャーに関する議論，エイジェン

シー理論，ならびに，バランスト・スコアカー

ドについて触れる。

3.3.1 行動会計におけるスラックとプレッ

シャーに関する議論

1960 年代初頭以降，行動科学および社会科学

における組織問題への関心の高まりを背景に，

会計システムが組織のなかでいかに機能するか

についての知識を蓄積し体系化することを目的

とした，行動会計（behavioral accounting）が

登場した
(49)
。そのなかにおいて，注目すべきは，

スラックとプレッシャーに関する近年の議論で

ある。

Anthony et al.［1985］は，スラックとは潜在

的なアウトプットと実際のアウトプットの差で

あり，スラックを合理的に維持することが予算

の交渉プロセスの主要な目的の１つである，と

指摘した
(50)
。

また，DeCoster et al.［1982］は，①個人やグ

ループはある種のプレッシャーによって最もよ

く働く
(51)
，②標準があまりに緩いと動機づけは

減少し，標準を厳しくしていくにつれて動機づ

けは増加する
(52)
，③スラックを減少させる圧力
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G DeCoster et al. [1982] p. 563



が強すぎると，組織内で対立が発生し，その結

果，経営に失敗する
(53)
，との見解を提示した。

これらのスラックとプレッシャーに関する近

年の議論の背景に，アメリカ管理会計理論にお

いて一貫して認識されてきた，「トップダウン」

「標準への収束」「要素（組織）還元」「コント

ロール」というスキーマの基本的性格があるこ

とは，明白である。すなわち，トップダウン的

な権力により，利益目標に代表される標準の必

達（収束）に向け，組織構成員を統制するため

には，組織構成員が反感をもたないための，い

わば心理的余裕としてのスラックとプレッ

シャーの適度な水準（落としどころ）が必要で

ある，との含意である。行動会計というフラッ

グにもかかわらず，ここには，「自律性」や「創

発性」，あるいは，「限界突破力」や「協働性」

といった，本来的な人間性の視点は見当らない，

といわざるを得ない
(54)
。

3.3.2 エイジェンシー理論

1970 年代中葉以降，情報経済学の発展を基礎

として，エイジェンシー理論を管理会計システ

ムの設計に関連づけ，経営管理者による部下の

動機づけに利用する研究が現れた。すなわち，

課業の専門化が進んだ企業組織の階層構造にお

いて，上司をプリンシパル，部下をエイジェン

トと捉え，不確実性と情報の非対称性に焦点を

当て，部下が上司の利益になるよう行動するよ

うに業績尺度と報酬を設計する，というもので

ある。

エイジェンシー理論の代表的論者の１人であ

るBaiman［1982］は，企業は１つの行動主体で

はなく，プリンシパルとエイジェントの間の契

約が重なり合っている集合体にすぎない，と指

摘した
(55)
。

また，Hope et al.［2003］は，エイジェンシー

理論の管理会計への適用を批判的に捉え，①予

算を固定業績契約として用いる，②業績を左右

する多くの要因がマネジャーの努力の外で生じ

ている場合にも，あらゆる階層のマネジャーに

一定の財務成果を達成するように強制する，と

の問題点を指摘した
(56)
。

これらには，有機的ないし社会システムとし

ての現実の企業組織に対する認識，すなわち，

その構成員である人間の「創発性」や「協働性」

についての認識はない。エイジェンシー理論の

登場と管理会計理論への適用を通じ，アメリカ

的管理会計スキーマの「トップダウン」「コント

ロール」「要素（組織）還元」「標準への収束」

との基本的性格が，さらに強まる方向に作用し

たといえる。

3.3.3 バランスト・スコアカード（Kaplan et

al.［1996］）

大量生産（mass production）のもとでは有効

に機能した財務的業績評価指標によるマネジメ

ント・コントロールが，20 世紀末の環境変化の

なかで没機能化ないし逆機能化したことをう

け，Kaplan et al.［1996］は，経営戦略・ビジョ

ンと従業員行動をトップダウン的に結合化する

ための指標管理の技法として，バランスト・ス

コアカードを提唱した。
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H Ibid., p. 563

I Ibid., p. 565
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K Baiman [1982] p. 155

L Hope et al. [2003] (邦訳 [2005] p. xx)



バランスト・スコアカードは，経営管理ない

し管理会計の手法として，主に非製造業領域に

おいて多数の導入事例が紹介されている
(57)
。し

かし，一方では，バランスト・スコアカードが，

なぜ，いかにして，顧客価値の創造，内部プロ

セス能力の向上，従業員の能力の培養を可能に

するに至るのか，あるいは，他律的な量的指標

としてのスコアカードが，どこまで人間の創造

意欲や創発を牽引，触発できるのか，必ずしも

明確であるとはいえない。

この点において，たとえばトヨタの方針管理

にみられるような，自律的かつ組織の壁を越え

た協働により，現地現物での問題（真因）の深

耕をおこない，そこからうまれる創発的な改善

アイデアをボトムアップ的に積み上げ，事業競

争力と経営品質に貢献する会社方針として構築

していく技法とは，バランスト・スコアカード

は，スキーマの面で一線を画するものであると

いわざるを得ない。

以上，ASOBAT 以後の管理会計スキーマの

主要な形成過程をみたが，これらから，アメリ

カ的管理会計スキーマとして，以下のスキーマ

が展開されたと考えられる。

スキーマ -１「トップダウン」

スキーマ -1.4「プリンシパルとエイジェン

ト」

スキーマ -２「コントロール」

スキーマ -2.3「プレッシャーによる動機づ

け」

スキーマ -2.4「情報の非対称性」

スキーマ -2.6「量的指標による統制」

スキーマ -３「標準への収束」

スキーマ -3.3「スラックの認容」

スキーマ -3.4「標準の必達」

スキーマ -3.6「コンフリクトの回避」

スキーマ -４「要素（組織）還元」

3.4 アメリカ経営理論における人間系スキー

マの展開

以上，アメリカ的管理会計スキーマの主要な

形成過程を辿ったが，以下では，そこでは明確

にはみられなかった，アメリカ経営理論におけ

る人間系スキーマの主要な展開経緯について，

みることとする。

3.4.1 Mayo［1933］，Barnard［1938］および

Follett［1940］

アメリカ経営理論において，仕事をする人間

に着目し，人間系スキーマを導出した先駆者と

して，Mayo［1933］，Barnard［1938］および

Follett［1940］があげられる。

周知のとおり，Mayo［1933］は，ホーソン実

験を通して，組織における人間の社会的情況な

いし非公式集団の存在など，人間のもつ「自律

性」「協働性」をともなう社会的動機の重要性を

見出した。

また，Barnard［1938］は，人間の自由意志を

認め，組織における協働の意義を指摘するとと

もに，経営者の役割を，単なる測定・コントロー

ル・指導だけではなく，組織における個人の「自

律性」「創発性」「協働性」の促進といった概念

にまで拡張することにより，人間系スキーマの

形成に貢献した。
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M 吉川［2003］は，バランスト・スコアカードの代表的な成功事例として，サウスウェスト航空，Mobil北アメリ

カのマーケティングおよび石油精製事業部，シャーロット市，ノバ・スコッティア電力などをあげるが，これらの

なかに製造業は含まれていない。なお，サウスウェスト航空の業績評価指標の事例は，以下のとおりである。①

財務の視点＝株価，飛行機のリース・コスト，１座席あたり売上，②顧客の視点＝定刻の離着陸率，顧客定着率，

③業務プロセスの視点＝定刻着陸率，定刻離陸率，④人材と変革の視点＝地上クルーの持ち株比率，地上クルー

の教育訓練度。



さらに，Follett［1940］は，メンバーの経験を

組織化し，行動や思考や支配力の範囲を増大さ

せること，すなわち，組織におけるメンバーの

「創発性」の開発と保持をリーダーシップの１

要素として認識することにより，人間系スキー

マの深耕をはかった。

前述のMcKinsey［1924］が参加型の予算編

成方式を提唱し，Anderson［1949］および

Glover et al.［1949］が管理会計における人間的

ないし行動的問題を取りあげたのは，これらと

ほぼ同時期にあたる。

3.4.2 人間関係学派

第２次大戦後の実質的な完全雇用の状況下，

人間関係学派は，労働環境との関係における人

間行動の研究をおこない，人間系スキーマに関

する理論を展開した。

周知のとおり，Maslow［1965］は，欲求階層

説を提唱し，人間の本性としての「自律性」「創

発性」に根差した自己実現欲求の意義を指摘し

た。

また，Herzberg［1959］は，衛生理論を通じ

て，報酬や圧力によらない，達成・承認・責任

等による動機づけの重要性を主張した。

さらに，McGregor［1960］は，X理論・Y理

論により，権限委譲と職務拡大を通じた従業員

の「自律性」「創発性」の促進，あるいは，参加

と協議による経営といった管理方法ならびに人

間観の有効性を指摘した。

これらとほぼ同時期，アメリカ管理会計理論

においては，行動会計（behavioral accounting）

が登場した。

3.4.3 McClelland［1983］および Locke et al.

［1984］

1970∼ 1980 年代のアメリカにおいては，人

間系スキーマに関する理論的進化がみられた。

McClelland［1983］は，欲求理論を提唱し，

達成欲求（自ら成し遂げ進歩したいという欲求）

の意義を指摘した。

また，Locke et al.［1984］は，目標設定理論を

提唱し，Drucker により示された目標管理

（management by objective：MBO）の概念の

理論的進化をはかった。

これらは，いずれも，「自律性」「創発性」と

いった人間性の本質的要素に光を当て，それら

にもとづくスキーマの重要性を明確化したもの

であるといえる。

3.4.4 Senge［1990］およびDeci et al.［1995］

1980 年代初頭以降，アメリカ産業の競争力減

退を背景に，Senge［1990］は，複雑性や変化が

加速する世界に対する順応能力を企業組織がど

のように開発できるかとの視点に立脚し，シス

テム思考（systems thinking），共有ビジョンの

構築（building shared vision），チーム学習

（team learning）などを中核要素とする，学習

する組織（learning organization）の概念を提唱

した。

このなかで，Senge［1990］は，相互作用思考

の重視，従業員の自律性と創発を基軸とした企

業経営システムの質的向上，人間性尊重の思考，

全体システム俯瞰の視点など，組織体の経営品

質に求められる人間系スキーマの本質的要素を

抉りだした。

また，Deci et al.［1995］は，有能感と自己決

定（self-determination）にもとづく内発的動機

づけの重要性を指摘するとともに，外発的報酬

には内発的動機づけを減衰させる効果があるこ

と
(58)
を実証し，人間系スキーマに関する理論

的発展に貢献した。
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3.5 アメリカ的管理会計スキーマとは

以上，アメリカ管理会計理論における管理会

計スキーマの主要な形成過程，ならびに，アメ

リカ経営理論における人間系スキーマの主要な

展開経緯について，辿った。

既述のとおり，アメリカ管理会計理論におい

ては，「トップダウン」「標準への収束」「要素（組

織）還元」「コントロール」というスキーマの基

本的性格が，一貫して認識されてきた。それは，

いわば，「タ
・
テ
・
型
・
・統
・
制
・
型
・
・標
・
準
・
収
・
束
・
型
・
・組
・
織
・
還
・

元
・
型
・
」の
・
ス
・
キ
・
ー
・
マ
・
と表現できよう。

ここで，すでに抽出したアメリカ的管理会計

スキーマとは，以下のとおりである。

スキーマ -１「トップダウン」

スキーマ -1.1「職務委任」

スキーマ -1.2「権限と責任の委譲」

スキーマ -1.4「プリンシパルとエイジェン

ト」

スキーマ -２「コントロール」

スキーマ -2.1「経営統制の集権化」

スキーマ -2.2「組織の人間行動の支配」

スキーマ -2.3「プレッシャーによる動機づ

け」

スキーマ -2.4「情報の非対称性」

スキーマ -2.6「量的指標による統制」

スキーマ -2.9「利益統制」

スキーマ -2.10「短期的予算統制」

スキーマ -３「標準への収束」

スキーマ -3.1「標準と記録」

スキーマ -3.2「達成可能な標準設定（落と

しどころ志向）」

スキーマ -3.3「スラックの認容」

スキーマ -3.4「標準の必達」

スキーマ -3.5「コントローラー」

スキーマ -3.6「コンフリクトの回避」

スキーマ -４「要素（組織）還元」

スキーマ -4.4「責任センター（責任会計）」

スキーマ -4.5「個人責任の構造化」

これらの管理会計スキーマの基底には，

McKinsey［1924c］の「経営管理者は，予算と

実績が比較されることを知っているならば，予

算の編成においても実施においてもより大きな

注意を払う」
(59)
，あるいは，AAA［1956］の「評

価されるという事実の認知は，判定される者が

良い業績をあげる重要な刺激となりうる」
(60)
と

の指摘にもみられるように，アメリカ管理会計

理論が，個人の業績・報酬システムにもとづく

動機づけモデルをベースに展開されてきた，と

の事実がある。その背景の１つに，Tay lor

［1911］の科学的管理法における，課業管理の

第２原則（標準的作業条件）による個人の努力

と業績の結合，および，同第 3・第４原則（金銭

的報酬）による個人の業績と報酬の結合の思考

の影響があることは，指摘するまでもない。

長期的視点にたてば，近代株式会社制度が確

立されてからすでに１世紀半以上が経過してお

り，その間にも株式会社の態様は大きく変容し

た。19 世紀後半の株式会社は，資本家が大株主

として出資し，自らその会社を経営するか，あ

るいは，経営者にその会社の経営を任せていた。

このような古典的な株式会社においては，大株

主である資本家は会社を蓄財の手段として利用

した。

ところが，20 世紀に入って株式会社の大規模

化が進み，株式の所有者が広範な投資家に分散

化された。そこで，大株主である資本家に代わ

り，株式を所有しないか，あるいは，ごく少数

の株式しか所有しない経営者が会社を支配す

る，という意味での「経営者支配論」（Berle et

al.［1932］）が登場した。

「デュアル・モード管理会計モデル」の提唱（今井） 73

O McKinsey [1924c] p. 11

P AAA [1956] p. 190



しかしながら，20 世紀末に至り，株式所有の

機関化現象の進行とともに，アメリカにおいて

株主資本主義が登場した。M&Aの活発化とも

相俟って，株主重視の経営は株価重視の経営と

なり，会社は将来利益よりも現在利益を重視す

るようになり，経営の短期利益主義化が進行し

た。くわえて，株主と経営者の利益を一致させ

る必要性から，経営者にはストック・オプショ

ンが付与され，経営者は自社の株価を引きあげ

ることで，巨額の利益を獲得することが可能と

なった。これらはすべて，「タテ型・統制型・標

準収束型・組織還元型」の管理会計スキーマを

加速させる要因であったと考えられる。その結

果，生起した典型事例が，アメリカにおけるエ

ンロンの倒産であった。

一方，アメリカ経営理論における人間系ス

キーマにおいては，報酬や圧力によらない，す

なわち，人間がもつ「自律性」「創発性」「限界

突破力」「協働性」といった人間性の本質的要素

に根差した視点，あるいは，参加と協議による

経営といった管理方法ならびに人間観にまで，

理論が展開されてきた。それは，いわば，「ヨ
・
コ
・

型
・
・自
・
律
・
創
・
発
・
型
・
・限
・
界
・
突
・
破
・
型
・
・協
・
働
・
型
・
」の
・
ス
・
キ
・

ー
・
マ
・
と表現できよう。

その背景の１つとして，アメリカ経営理論に

おいては，様々な形で，計画・数値管理・イン

センティブによる業績に比し，チームワーク・

自尊心・自己啓発・自己規制による業績に優位

性がある，との主張が展開されてきたことがあ

げられる。

結局のところ，アメリカ管理会計理論におい

ても，アメリカ経営理論においても，人間系の

視点，あるいは，人間的要素については，時代

背景とともに都度，表舞台に登場はするが，決

して各々の理論の中核に座り続けることはな

かった。ただ，経営理論においては，「タテ型・

統制型・標準収束型・組織還元型」の思考枠を

超えて，「ヨコ型・自律創発型・限界突破型・協

働型」のスキーマにまで理論展開がなされ，結

果として，２つの型（モード）のスキーマが認

識された。それに対し，管理会計理論では，そ

こまでのスキーマに関する視点の拡張がなかっ

たといえよう
(61)
。

４．トヨタ的経営スキーマと管理会計ス

キーマの形成

次に，アメリカ的経営スキーマならびに管理

会計スキーマの対極に位置すると考えられる，

トヨタ的経営スキーマならびに管理会計スキー

マの事例について，みることとする。

4.1 TPS のスキーマ

トヨタにおける経営システムの典型は，TPS

（トヨタ生産方式）である。大野［1978］らに

より確立された TPS の特徴の１つは，生産ラ

インを個別工程の連続体と捉え，組織体を機能

（職能）の集積体と捉えるシステム観が，伝統

的な要素還元思考から近年とって代わられた，

相互作用思考という新しい科学観
(62)
と相似し

ていることである。

TPS には，システムの構成要素間の相互関係
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Q 1966 年にAAAから発表されたASOBATは，①現実の会計実務との関連を断ち切り，分析的研究を志向する
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R 測定対象と測定者の相互作用を提唱する量子力学などのニュー・サイエンスや，Waldrop [1992]，Gell-Mann

[1994] らによる複雑適応系理論など。



性のパターンから最適解を追求する「擦り合わ

せと煮詰め」の習慣から，技術・品質・原価・

調達・生産・生技・物流・販売など，自動車事

業の上流から下流にわたる各職能間の連携を重

視し，職能別の複数の組織単位が一体となって

１つの自動車事業を支え運営する職能別組織編

制にいたるまで，関係性重視という特徴がある。

このような体制の組織体内部では，上記の各

職能が，自動車生産というモノが流れるプロセ

ス
(63)
に沿って，組織体全域にわたり有機的統

合を目指すことが特徴である
(64)
。

たとえば，開発プロセスでは，技術開発部門

の設計技術者と生産部門の生産技術者が，同時

的（concurrent）に連携・調整しながら，新車・

新モデル開発業務を進行していく SE（simul-

taneous engineering）活動がおこなわれる
(65)
。

近年の新車・新モデル開発では，それをさらに

拡充した「大部屋活動」が展開される。新車・

新モデル開発プロセスの源流段階から，当該開

発に関係する多数の職能代表者が，プロジェク

ト毎に設けられた大部屋に一同集結する。そし

て，当該開発コンセプトの実現，画期的新技術

の探索と導入，号口生産段階
(66)
での作り易さ

（manufacturability）の諸要素を予め開発段階

の設計情報に織り込むことによる生産効率の最

大化，パーセント・レベルを超える数分の１あ

るいは数倍レベルの限界突破的改善に向け，と

くに相矛盾する職能間においてさえ，擦り合わ

せと煮詰めを通じて，最適解や解決方向を見出

していく
(67)
。

また，サプライチェーン・プロセスでは，

TPS の中核を担う生産機能を中軸に，販売・生

産・物流・調達・部品サプライヤーの各職能が

統合化される。この統合化された情報インフラ

をもとに，顧客注文を起点として，プロセスの

隅々にいたるまで，広域にわたる淀みのない

ジャスト・イン・タイム（just in time：JIT）の

モノと情報の流れの実現を目指す。

これらのTPS における機能（職能）統合は，

すべて組織横断的な「ヨコ」の連携と協働であ

る。この「ヨコ連携」「ヨコ協働」により，車種

間や部署間でのベスト・プラクティスの構築と

共有，ならびに，特定の車種や部署での優秀改

善事例をスムーズに他の車種や部署へ伝達する

「ヨコ展開」が可能となる
(68)
。

さらに，理念および行動規範にまで掘り下げ

れば，TPS の理念は，「トヨタ基本理念」（元来

は「豊田綱領」
(69)
）として伝承されてきた。1980
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pp. 42-65（邦訳（上）[2004] pp. 109-148)）

X 藤本［1997］pp. 357-360

Y 「豊田綱領」は，1935 年に明文化された，トヨタ創業者の豊田佐吉の経営理念である。



年代後半からのトヨタの生産機能の急速な海外

展開の過程で，TPS の理念にもとづく行動規範

を，海外現地従業員にいかに伝承するかが，経

営課題として浮上した。いわゆる「トヨタウェ

イ」は，トヨタが日本の生産現場で長期にわた

り培養してきた暗黙知としての行動規範を形式

知化した，トヨタの遺伝子（DNA）ともいわれ

るスキーマである
(70)
。

「トヨタウェイ」の要諦としては，次の３点が

あげられる。１点目は，「現地現物で本質を見

極め」という部分である。そこには明示的では

ないが，会計数値のようなデータ情報だけにも

とづく判断への戒めと，改善や問題解決におけ

る深耕による真因追求への強い要請がある。２

点目は，「相互理解」「お互いの責任」という部

分である。これは，執拗な擦り合わせと煮詰め

にも通じる，プロセスにおける相互関係性の重

視を意味する。３点目は，「個の力を結集する」

という部分である。ここには，機能（職能）統

合という含意がある。「改善」は，そのような機

能（職能）統合による組織体進化のドライバー

を意味する。

TPS の限界突破的な成果の誘因となる，この

ような進化的要素は，前述のアメリカ経営理論

における人間系スキーマにおいては明確にはみ

られなかった，トヨタ独自の経営品質要素であ

ろう。このような解釈を経て，「トヨタウェイ」

は，トヨタの生産原理を超えて，必然的に経営

品質そのものの向上原理に止揚される性格を有

しているといえる。

図表１ トヨタウェイ（The Toyota Way）

⑴ 知恵と改善（Continuous Improvement）

①チャレンジ

夢の実現に向けて，ビジョンを掲げ，勇気

と創造力をもって挑戦する。

②改善

常に進化，革新を追求し，絶え間無く改善

に取り組む。

③現地現物

現地現物で本質を見極め，素早く合意，決

断し，全力で実行する。

⑵ 人間性尊重（Respect for People）

①リスペクト

他を尊重し，誠実に相互理解に努め，お互

いの責任を果たす。

②チームワーク

人材を育成し，個の力を結集する。

（出所）トヨタ自動車㈱［2009］

以上，TPS のスキーマの要点をみたが，これ

らから，以下にあげるトヨタ的経営スキーマの

一般化できる特徴を抽出することが可能であ

る。

スキーマ -５「ヨコ連携」

スキーマ -5.1「職能間連携」

スキーマ -5.2「相互責任」

スキーマ -5.3「相互関係性重視」

スキーマ -5.4「人間性尊重」

スキーマ -5.5「現場重視」

スキーマ -5.6「相互理解」

スキーマ -６「自律・創発」

スキーマ -6.1「チャレンジの奨励」

スキーマ -6.2「人材育成」

スキーマ -6.3「知恵と創造力の喚起」

スキーマ -6.4「ビジョンの共有」

スキーマ -6.5「中長期志向」

スキーマ -6.6「量的指標への非依存」

スキーマ -6.7「会計への非依存」

スキーマ -6.8「現場における暗黙知の練

磨」

スキーマ -6.9「絶え間ない改善（進化の追

求）」

スキーマ -6.11「ものづくり重視」
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スキーマ -７「限界突破」

スキーマ -7.1「現地現物」

スキーマ -7.2「深耕（真因追求）」

スキーマ -7.5「擦り合わせと煮詰め」

スキーマ -7.6「矛盾要素の止揚」

スキーマ -８「協働」

スキーマ -8.1「プロセス志向」

スキーマ -8.2「全体最適」

スキーマ -8.3「組織の有機的統合」

スキーマ -8.4「ベストプラクティスのヨコ

展開」

スキーマ -8.5「チームワーク」

4.2 トヨタ的管理会計スキーマの生成と進化

トヨタでは，TPS という独自の経営システム

を基底に，管理会計システムが生成，進化した。

ここでは，トヨタ的管理会計スキーマの要諦に

ついて，みることとする。

4.2.1 報告利益管理とTPS

一般に，前述の「タテ型・統制型・標準収束

型・組織還元型」のスキーマにもとづく「報告

利益管理（earningsmanagement）」が，企業に

おける内部実体とは無関係におこなわれる程度

を統計的に解析する研究が，アメリカで勃興し，

日本でも浸透する兆しがある
(71)
。

キャッシュの動きとは無関係な，発生主義科

目を使っておこなわれる報告利益管理，すなわ

ち，「利益は平準化するのが良い」とのスキーマ

による合法的粉飾は，企業の経営品質を劣化さ

せる逆機能要素となり得る。在庫増減は典型的

な発生項目であり，一度これを報告利益管理に

用いた企業が TPS を導入することは，至難と

思われる。

作りすぎは最大の無駄との TPS の経営原理

を有するトヨタは，少なくとも在庫や操業度を

用いた報告利益管理からは免れている
(72)
。それ

だけで，在庫肯定的な思考の企業よりも，経営

品質は保持しやすい側面があるといえる。

4.2.2 株主価値経営と原価企画

管理会計スキーマと経営品質の関係性をさら

に掘り下げれば，1980 年代以降，急速に進展し

た金融の自由化と金融工学の発達は，全世界の

企業経営に対して，株主価値重視の経営を迫る

ものであった。

一般に，金融・資本市場における企業の株主

価値は発行済株式の時価総額で測定され，また，

投資家やアナリストによる株価予測は企業の期

間利益を基本尺度としておこなわれるため
(73)
，

株主価値重視の経営は，必然的に企業の経営者

に対して，期間利益管理重視の経営を要求する

ものであるといえる。これが，上述の報告利益

管理とその研究勃興の背景でもある。

この点についてもまた，トヨタにおいては，

長期にわたり管理会計システムの主体は，前述

の製品開発プロセスと連動した（一過性の報告

利益とは無縁に近い），現場主導の「ヨコ型・自

律創発型・限界突破型・協働型」のスキーマに

もとづく原価企画活動であった。

また，期間利益管理については，現場からは

隔離された形で，経営トップが経営責任の側面

から自らの手の内だけでみる性格のものにとど

められていた
(74)
。すなわち，アメリカ管理会計
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[ アメリカでは，1980 年代より研究が開始され，1990 年代以降，エンロン等による粉飾決算と経営破綻の勃発，

ならびに，企業改革法（SOX法）制定による内部統制ルール整備の義務化をうけ，研究が加速した。

\ 國村［2008］を参照。

] 代表的な株価評価指標は，PER（price earnings ratio：株価収益率）である。

^ Johnson [1987] [1991] によれば，カーネギーらの戦前のアメリカの事業家達も，会計データは手の内にとどめ，

事業部長等の経営管理者には見せなかった。



理論において基本的性格として認識されてきた

「タテ型・統制型・標準収束型・組織還元型」

の管理会計スキーマは，トヨタにおいては明確

には存在しなかったといえる。

4.2.3 利益計画システム

しかしながら，上述のような金融・資本市場

からの株主価値重視の経営への圧力が強まるな

か，トヨタにおいても，1990 年代央以降，期間

利益管理のための利益計画システムを構築し，

金融・資本市場に対するアカウンタビリティ（説

明力）の向上をはかるとともに，経営（本社）

と現場を利益計画システムにより接合すること

とした経緯がある。

一般には，アメリカにおける責任センター別

の予算統制システムが，利益計画システムの代

表的モデルの１つとして認識され，企業経営の

なかにおいて広く採用されてきた。ところが，

この「タテ型・統制型・標準収束型・組織還元

型」のスキーマにもとづく，「必達・期間管理・

発生主義」の予算統制は，「ヨコ連携・限界突破

的改善・超期間・現金主義」を志向するTPS と

は，原理的に相容れない。これを無理に強行し

て導入すれば，個別工程を連続体として有機的

に統合化し，全体最適を志向する TPS のプロ

セスが分断される。すなわち，管理会計システ

ムが，経営品質に対して逆機能となる虞がある。

そこで，トヨタにおいては，責任センター別

の必達型予算統制とは異なる，経営品質に貢献

する形式の利益計画システムが，独自に考案さ

れた。すなわち，全社の期間利益を確保するに

あたり，目標とする期間利益の絶対金額を本社

が部門別に割り付け，その必達を各部門に課す

のではなく，全社の成り行きベースの予想利益

を本社が一旦算出し，そこからの利益改善の努

力目標幅を各職能に提示し，これに対する各職

能の現場におけるゼロベースからの自律的創発

とヨコ連携による限界突破的改善を促し，その

結果各職能から提案される利益改善策をボトム

アップで積み上げることによって，全社の期間

利益を確保する形としたのである。

このような，本社主導の「タテ型・統制型・

標準収束型・組織還元型」のスキーマではなく，

現場主導の「ヨコ型・自律創発型・限界突破型・

協働型」のスキーマにもとづいた，トヨタの利

益計画システムの独自性は，①「測定すれども

統制せず」，②「標準は示せども収束させず」，

③「責任職能は示せどもヨコ連携は阻害せず」，

という３点にある。

この形式によれば，一般に管理会計理論でい

われる，予算総額をめぐるスラック（slack：ゆ

るみ）やゲーミング（gaming：内部駆け引き）

（ともに経営品質の劣化要因と考えられる）が

減少することとなる。また，この形式の採用に

より，報告利益管理の習慣の企業内部への浸透

による組織活力の低下，ぬるま湯化といった，

経営品質の劣化を回避することが可能となり，

改善を通じた経営品質の向上は，むしろ促進さ

れることとなるのである。

前述のGMやフォードに代表される，アメリ

カ経営における管理会計と経営品質の関係性を

めぐる問題では，概ねこれとは逆の状況が生じ

ていたものと考えられる。

以上，トヨタ的管理会計スキーマの生成と進

化の主要な経緯をみたが，トヨタ的管理会計ス

キーマの要諦として，以下にあげる一般化でき

る特徴を抽出することが可能である。

スキーマ -５「ヨコ連携」

スキーマ -5.1「職能間連携」

スキーマ -5.3「相互関係性重視」

スキーマ -5.5「現場重視」

スキーマ -６「自律・創発」

スキーマ -6.3「知恵と創造力の喚起」

スキーマ -6.5「中長期志向」

スキーマ -6.7「会計への非依存」
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スキーマ -6.8「現場における暗黙知の練

磨」

スキーマ -6.9「絶え間ない改善（進化の追

求）」

スキーマ -6.10「超期間」

スキーマ -6.11「ものづくり重視」

スキーマ -７「限界突破」

スキーマ -7.1「現地現物」

スキーマ -7.3「スラックの排除」

スキーマ -7.4「目標の過達」

スキーマ -８「協働」

スキーマ -8.1「プロセス志向」

スキーマ -8.2「全体最適」

スキーマ -8.3「組織の有機的統合」

スキーマ -8.5「チームワーク」

５．小 括

以上のアメリカ的経営スキーマならびに管理

会計スキーマ，および，トヨタ的経営スキーマ

ならびに管理会計スキーマに関する考察から抽

出される，「アメリカ的スキーマ」と「トヨタ的

スキーマ」の一般化可能な構成要素について，

対比表として以下に示す。
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図表２ 「アメリカ的スキーマ」と「トヨタ的スキーマ」の構成要素

アメリカ的スキーマ トヨタ的スキーマ

スキーマ-１「トップダウン」 スキーマ-５「ヨコ連携」

スキーマ-1.1「職務委任」 スキーマ-5.1「職能間連携」

スキーマ-1.2「権限と責任の委譲」 スキーマ-5.2「相互責任」

スキーマ-1.3「二項対立的関係（管理する者と
される者）」

スキーマ-5.3「相互関係性重視」

スキーマ-1.4「プリンシパルとエイジェント」 スキーマ-5.4「人間性尊重」

スキーマ-1.5「本社優位・現場劣位」 スキーマ-5.5「現場重視」

スキーマ-1.6「本社に対する現場の不信」 スキーマ-5.6「相互理解」

スキーマ-２「コントロール」 スキーマ-６「自律・創発」

スキーマ-2.1「経営統制の集権化」 スキーマ-6.1「チャレンジの奨励」

スキーマ-2.2「組織の人間行動の支配」 スキーマ-6.2「人材育成」

スキーマ-2.3「プレッシャーによる動機づけ」 スキーマ-6.3「知恵と創造力の喚起」

スキーマ-2.4「情報の非対称性」 スキーマ-6.4「ビジョンの共有」

スキーマ-2.5「短期志向」 スキーマ-6.5「中長期志向」

スキーマ-2.6「量的指標による統制」 スキーマ-6.6「量的指標への非依存」

スキーマ-2.7「会計の権力化」 スキーマ-6.7「会計への非依存」

スキーマ-2.8「会計数値による暗黙知支配」 スキーマ-6.8「現場における暗黙知の練磨」

スキーマ-2.9「利益統制」 スキーマ-6.9「絶え間ない改善（進化の追求）」

スキーマ-2.10「短期的予算統制」 スキーマ-6.10「超期間」

スキーマ-2.11「会計優位・生産劣位」 スキーマ-6.11「ものづくり重視」

スキーマ-３「標準への収束」 スキーマ-７「限界突破」

スキーマ-3.1「標準と記録」 スキーマ-7.1「現地現物」

スキーマ-3.2「達成可能な標準設定（落とし
どころ志向）」

スキーマ-7.2「深耕（真因追求）」

スキーマ-3.3「スラックの認容」 スキーマ-7.3「スラックの排除」

スキーマ-3.4「標準の必達」 スキーマ-7.4「目標の過達」

スキーマ-3.5「コントローラー」 スキーマ-7.5「擦り合わせと煮詰め」

スキーマ-3.6「コンフリクトの回避」 スキーマ-7.6「矛盾要素の止揚」



６．21 世紀経営をサポートする「デュア

ル・モード管理会計」

本稿では，ここまで，管理会計スキーマと経

営品質の関係性に焦点を当て，アメリカ的経営

スキーマならびに管理会計スキーマの主要な展

開経緯を辿るとともに，それらの対極に位置す

るトヨタ的経営スキーマならびに管理会計ス

キーマの事例検証をおこなった。これらを踏ま

え，以下では，21 世紀の経営環境に適合する新

たな管理会計スキーマの概念モデルとして，

「デュアル・モード管理会計」を提唱する。

6.1 「デュアル・モード」とは

すでに述べたとおり，経営スキーマないし管

理会計スキーマには，大きくは，本社主導の「タ

テ型・統制型・標準収束型・組織還元型」のス

キーマと，現場主導の「ヨコ型・自律創発型・

限界突破型・協働型」のスキーマの，２つの型

（モード）がある。前掲の図表２における「ア

メリカ的スキーマ」と「トヨタ的スキーマ」は，

各々の典型である。

これら２つの型（モード）のスキーマは，（前

掲の「アメリカ的スキーマ」における一部の明

らかな逆機能要素を除外すれば）「本社主導で

組織体を統制する」「現場が自律的・創発的に協

働する」との中核的機能としては，一般にはい

ずれも，企業の経営品質の保持に不可欠な構成

要素（management quality factor：MQF）と考

えられる。20 世紀に台頭した QC（qua l ity

control）には「標準なくして改善なし」との基

本概念があるが，「タテ型・統制型・標準収束型・

組織還元型」のスキーマはその「標準」に，ま

た，「ヨコ型・自律創発型・限界突破型・協働型」

のスキーマはその「改善」に，各々あたるとも

いえる。その意味では，これら２つの型（モー

ド）のスキーマは，本来的に相互補完性を有す

るものであるといえる。

このような解釈と含意をもって，これら２つ

の型（モード）のスキーマが，企業経営におい

て有機的に並存する状態を，本稿では「デュア

ル・モード」という。

6.2 なぜ「デュアル・モード」か

「タテ型・統制型・標準収束型・組織還元型」

のスキーマと「ヨコ型・自律創発型・限界突破

型・協働型」のスキーマには，基本的性格に差

異があるため，相互に無関係のまま並存しては，

組織体全体からみれば，ともに没機能化ないし

逆機能化する虞がある。

すなわち，一般に，複雑適応系理論において

いわれる「スキーマ調整」にかかわる問題につ

いて，Gell-Mann［1994］の「スキーマ間の競合

が複雑適応系の特色であるが，系そのものは，

相互作用をするにあたって，競合と協同の両方

をおこなっているのかもしれない。」
(75)
との指
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_ Gell-Mann [1994] (邦訳 [1997] pp. 296-297)

スキーマ-４「要素（組織）還元」 スキーマ-８「協働」

スキーマ-4.1「タテ割り」 スキーマ-8.1「プロセス志向」

スキーマ-4.2「部分最適」 スキーマ-8.2「全体最適」

スキーマ-4.3「組織の硬直化」 スキーマ-8.3「組織の有機的統合」

スキーマ-4.4「責任センター（責任会計）」 スキーマ-8.4「ベストプラクティスのヨコ
展開」

スキーマ-4.5「個人責任の構造化」 スキーマ-8.5「チームワーク」

（出所）筆者作成



摘にみられるとおり，経営システムや管理会計

システムもまた複雑適応システムを構成するス

キーマの集合体とみるとき，個々のスキーマは

相互作用（interaction）を通じて環境変化に適

応していく。

このスキーマの相互関係のあり方，すなわち

「スキーマ調整」いかんでは，前述の GM や

フォードのように，競争力の減退や喪失に繋が

ることもあり得る。これを回避するには，各ス

キーマが有機的に並存ずるためのシステム設計

上の工夫が必要となる。

複雑適応系理論では，一般に，対立する異な

るスキーマの調整について，①「競合」，②「棲

み分け」，③「統合」，の３つの方向性が示され

るが，異質なスキーマのフレームの対立点を明

確化して，スキーマ間の関係性を設計する「統

合」が，組織体の進化に繋がる方法であること

は指摘するまでもない。この「統合」の「スキー

マ調整」により，「タテ型・統制型・標準収束型・

組織還元型」のスキーマと「ヨコ型・自律創発

型・限界突破型・協働型」のスキーマの有機的

並存をはかる点に，「デュアル・モード」の意義

がある。

アメリカ経営においては，アメリカ的管理会

計スキーマの形成過程からも明らかなように，

つねに「タテ型・統制型・標準収束型・組織還

元型」のスキーマが先行スキーマとして前面に

出て，「ヨコ型・自律創発型・限界突破型・協働

型」のスキーマが意識されることは少なかった

といえる。それが１つの要因となり，アメリカ

経営では，会計で現場（プロセス）をコントロー

ルするとの思考が主流化し，組織体の硬直化，

プロセスの分断，部分最適観の助長といった経

営品質の停滞ないし劣化が進行し，1980 年代以

降のアメリカ製造業の競争力減退に繋がった，

との見方をすべて否定することは難しい。

それに対し，トヨタでは，その管理会計シス

テムの生成・発展の経緯から，最初にしかも長

期にわたり「ヨコ型・自律創発型・限界突破型・

協働型」のスキーマが先行スキーマとして定着

し，それが１つの確固たる企業文化として構築

されたのちに，利益計画システムの導入を通じ

て事後的に「タテ型・統制型・標準収束型・組

織還元型」のスキーマが付加された。その際，

①「測定すれども統制せず」，②「標準は示せど

も収束させず」，③「責任職能は示せども横連携

は阻害せず」，といった独自性を利益計画シス

テムに組み込む（結果的に「タテ型・統制型・

標準収束型・組織還元型」のスキーマに制約条

件を付す）ことにより，トヨタにおいては，元

来「競合」するはずの両スキーマが「統合」す

る形となり，上述のアメリカ経営にみられたよ

うな経営品質の停滞ないし劣化の進行が阻止さ

れ，プロセスの不断の進化，競争力の源泉とし

ての暗黙知の継続的な練磨が可能になっている

といえよう。

6.3 「デュアル・モード管理会計」の基本設計

以上の考察を踏まえ，本稿では，21 世紀の経

営環境に適合する新たな管理会計スキーマの概

念モデルとして，「デュアル・モード管理会計モ

デル（Dual-mode Management Accounting

Model）」を以下に提示する。

6.3.1 「タテ型モード・スキーマ」と「ヨコ型

モード・スキーマ」

「タテ型モード・スキーマ」とは，「本社主導

で組織体を統制する」との管理会計スキーマで

あり，また，「ヨコ型モード・スキーマ」とは，

「現場が自律的・創発的に協働するのを支援す

る」との管理会計スキーマである。

「タテ型モード・スキーマ」と「ヨコ型モード・

スキーマ」は，経営（本社）と現場の視点の位

相差に帰結する性格の階層構造をもつ。一般

に，戦略（経営戦略やオペレーション戦略），経

営システム，経営情報など，企業の組織体を構
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成する諸要素には，何らかの階層構造がともな

う
(76)
。したがって，経営システムのサブシステ

ムの１つである管理会計システムにおけるス

キーマに階層構造を認識することには，一定の

合理性があると考えられる。

6.3.2 「統制」と「自律・創発」

「タテ型モード・スキーマ」の目的は「統制」

である。但し，ここでの「統制」とは，従来の

アメリカ経営においてみられたような，現場の

プロセスやオペレーションまでコントロールす

るとの性格ではない。むしろ「測定」に近いも

のであり，コントロールの範囲もせいぜい本社

機構内の一定の経営管理者層までに限定され

る。

一方，「ヨコ型モード・スキーマ」の目的は「自

律・創発」である。その意義は，前述のトヨタ

的スキーマの事例が示すとおりであり，ここで

の説明は省略する。

6.3.3 「期間利益」と「個別 KPI」

「タテ型モード・スキーマ」が対象とする代表

指標は「期間利益」である。その理由は，現代

の企業経営においては，事業運営上の必要資本

の供給元である金融・資本市場に対して，一定

のアカウンタビリティ（説明力）をつねに保持

する必要があり，そのためには期間利益管理の

ため管理会計フレームが不可欠であるからであ

る。したがって，「期間利益」の指標に連係する

形で，「会計期間」「発生主義」「管財一致」の各

要素が，「タテ型モード・スキーマ」の要件とし

て具備される。

それに対し，「ヨコ型モード・スキーマ」では，

現場での活動実体のパフォーマンスの測定機能

を果たす「個別 KPI」が対象指標となる。たと

えば，製品開発プロセスと連動した原価企画活

動における「製品別採算」や，サプライチェー

ン・プロセスにおける「長期在庫」などが，そ

の代表例である。これらの「個別 KPI」は，財

務会計からの制約による「会計期間」に拘束さ

れることのない「超期間」の指標である。たと
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その上に来るという，科学の異なったレベルに共通する階層構造という概念がある。この概念を踏まえた「経営

情報の階層性」については，河田［2004］，今井［2004］を参照。

（出所）筆者作成

図表３ 「デュアル・モード管理会計モデル（Dual-mode Management Accounting Model）」



えば，フロント・ローディングや先行技術開発

が進んだ原価企画活動においては，「製品別採

算」の KPIは必然的に中長期指標となる。ま

た，これらの「個別 KPI」は，「現金主義」志向

の強い指標である。たとえば，JITのプロセス

における拡張と浸透による「長期在庫」の撲滅

は，キャッシュフローの改善を主要な狙いとす

る。さらに，これらの「個別 KPI」は，「管財差

許容」であることが望ましい。たとえば，上述

の「製品別採算」の場合，当該製品に部品を供

給する予定の連結対象外の協業サプライヤーで

の採算改善や，当該製品開発における改善アイ

デアの他製品や他事業への「ヨコ展開」による

効果額まで包含することにより，原価企画活動

における組織の壁を越えた「自律・創発」が，

よりダイナミックに生起・展開されることとな

るからである。

6.3.4 「標準収束」と「限界突破」

「タテ型モード・スキーマ」では，「標準収束」

思考にもとづき，目標の「必達」を志向する。

すなわち，金融の自由化が高度に進展した現代

の金融・資本市場における投資家からの要求に

応えるためには，少なくとも本社機構内の一定

の経営管理者層の間においては，「期間利益」目

標を「必達」するとの最低限の「統制」は必要

である。但し，この「統制」が現場まで下りて

しまっては，経営品質の劣化と競争力の減退を

招く虞があることについては，すでに指摘した。

一方，「ヨコ型モード・スキーマ」は，「限界

突破」思考にもとづいた「目標」の過達状態を

つねに目指す。その意義は，前述のトヨタ的ス

キーマの事例が示すとおりである。

6.3.5 「接合要素」

「タテ型モード・スキーマ」と「ヨコ型モード・

スキーマ」は，基本的性格に差異があるため，

両スキーマが有機的に並存ずるためには，シス

テム設計上の工夫が必要となる。そのための工

夫が，「場所特性に適応した接合要素の構築」で

ある
(77)
。

トヨタにおいては，前述のとおり，利益計画

システムが「接合要素」として構築され，かつ，

①「測定すれども統制せず」，②「標準は示せど

も収束させず」，③「責任職能は示せども横連携

は阻害せず」，という利益計画システムの独自

性の諸要素（「タテ型モード・スキーマ」の制約

条件）を具備することにより，解決がはかられ

たとの解釈が可能である。

この「接合要素」については，業種・業態を

越えた事例検証が，今後の研究課題である
(78)
。

6.4 「デュアル・モード管理会計」の経営品質

への貢献性

かつて，Merton［1949］は，伝統的組織モデ

ルである官僚制組織が明らかに強調した欠陥に

ついて，次のように指摘した。

「ビューロクラシー構造はそれぞれの部署に

ある人に『方法的であれ，慎重であれ，規律に

服せよ』と絶えず圧力を加える。（中略）規律は，

理想的型式が強い心情で裏うちされた場合には

じめてその効果を発揮することができるのであ

るが，かかる心情から自己の義務に対する献身，

自己の権威と権限の限界についての鋭い感覚が

生じ，きまりきった活動が規則正しく遂行され

るようになる。」
(79)

このようないわゆる「官僚制の逆機能」に関
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a 廣本［2009］の「自律的組織のMMループ（ミクロ・マクロ・ループ）」と同様のシステム観に立脚。

b 管理会計上の原価計算方法を，全部原価計算から直接原価計算へ切り替えることについては，「タテ型モード・

スキーマ」と「ヨコ型モード・スキーマ」の「接合要素」となり得る可能性があると考えられる。この点をめぐる

検討は，別の機会に譲ることにしたい。なお，直接原価計算の意義と有用性については，中根［2007］を参照。



する問題について，アメリカ経営においては，

「タテ型モード・スキーマ」の強調が，結果的

に企業経営における「官僚制の逆機能」を招い

たきらいがなしとしない。それに対し，本稿が

提唱する「デュアル・モード管理会計」は，「タ

テ型モード・スキーマ」と「ヨコ型モード・ス

キーマ」の組合せとバランスを通じて，「官僚制

の逆機能」を未然に防ぎ，企業の組織体の経営

品質に貢献する管理会計の復権を目指すもので

ある。

７．おわりに

管理会計理論は 20 世紀初頭のアメリカで生

成し，その後も前世紀を通じて，主としてアメ

リカで確立され発展してきた。しかしながら，

前世紀末に至り，アメリカ製造業の国際競争力

の低下と衰退から，アメリカでは管理会計理論

と現実の実務の乖離問題が浮上した。一方，日

本のものづくりの強さが注目され，日本の経営

システムや管理会計システムに対する関心が，

世界的に高まる傾向にある。TPS に関する近

年の研究の興隆は，その象徴である。

これを「スキーマ」という視点から捉えれば，

アメリカ管理会計理論においては，一貫して「タ

テ型・統制型・標準収束型・組織還元型」の思

考枠が中核的に保持され，「ヨコ型・自律創発

型・限界突破型・協働型」のスキーマにまで，

視点の拡張が十分には及ばなかった。このこと

が１つの要因となり，アメリカ企業の経営品質

の停滞ないし劣化に繋がった，との見方をすべ

て否定することは難しい。

これに関連して，Horngren は，次のような

警句を表明している。

「アメリカの文化では，成功者を賞賛し，強い

リーダーが評価される。長い間，個人主義が育

まれてきた。困難な目標値の設定と高額な報酬

が正当なものだと信じられている。マネジャー

は，強烈な業績連動型報酬制度に縛りつけられ

ており，組織はコントロール志向である。こう

した文化的な要因は，現代でも妥当なものであ

ろうか。」
(80)

本稿では，管理会計スキーマと経営品質の関

係性に焦点を当て，アメリカ的管理会計スキー

マとその対極に位置するトヨタ的管理会計ス

キーマの形成過程を辿り，両者の要諦の対比を

試みた。そこから浮びあがる結論としては，20

世紀の管理会計スキーマは，「タテ型」モードか

「ヨコ型」モードかのいずれかのスキーマに偏

る点において，一定の限界があったということ

である。

このような問題意識を背景に，本稿では，21

世紀の経営環境に適合し，企業の経営品質に貢

献する，新たな管理会計スキーマの概念モデル

として，「デュアル・モード管理会計」を提唱し

た。但し，アメリカ的管理会計スキーマの対極

にトヨタ的管理会計スキーマを措いて，「デュ

アル・モード管理会計」の基本構造とその生成

過程を「スキーマ概念」を軸に捉えることを試

みたが，業種としては終始，自動車産業を主題

としたため，全体論となり得ていない懸念は残

る。本稿の今後の課題としては，業種・業態を

越えた多様な事例検証を通じてのさらなる一般

化が，今後の研究課題として横たわっているこ

とは確かである。

いま，管理会計スキーマを経営システムとし

て再把捉し，経営（本社）から現場に至るまで，

企業の組織体全体の不断の経営品質の練磨を先

導するシステムとして，再構築すべきときが到

来している。そのための理論的進化の可能性
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が，トヨタの管理会計スキーマには秘められて

いる。
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